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沖縄県内離島勤務の現職教員における

特別支援教育に対する研修ニーズ
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AtsushiTANAKA

要 約

沖縄県八重山地域において､琉球大学が初めて特別支援教育に関する免許法認定講習を主催した｡本

稿ではこの免許法認定講習の経緯や概要を説明した｡また､参加した現職教員を対象として､離島での

特別支援教育に係る研修ニーズ等について質問紙調査を実施した｡研修の機会､研修の内容､特別支援

学校教諭免許状の取得､琉球大学に対する要望について質問した｡その結果､研修に対する意識は教員

間でもかなり格差があったものの､全体的傾向として､地理的な問題ゆえ沖縄本島での研修参加には消

極的な教員が多かった｡また､特別支援学校教諭専修免許状の取得については､修士論文を課さない大

学院へのニーズが現職教員には高く､今後の大学院改革を考える上で貴重な資料が得られた｡

キーワー ド:離島 現職教員 特別支援教育 研修ニーズ

Ⅰ はじめに

平成19年4月から､特別支援教育が学校教育法

に法的に位置づけられ､すべての学校において障

害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実してい

くこととなった｡それに伴い､障害児を担当する

教員の間でも意識が高まり､研修ニーズも多様化

しつつある｡しかし､離島では特別支援教育に係

る研修が少なく､特に普通学校では障害のある児

童 ･生徒への指導において厳しい状況がある｡

文部科学省においては､現職教員を対象に､発

達障害を含む多様な障害や重度 ･重複化に対応す

る適切な指導及び支援の在り方などについての専

門的な研修を行うことを目的とした特別支援学校

教員専門性向上事業を平成19年度に実施した｡事

業の予算案は全国合計で1,077万円と少額であっ

たが､琉球大学では地域貢献を何よりも重視して､

この事業に応募､採択された｡これを受け､琉球

大学が免許法認定講習を主催することとした｡

免許法認定講習とは､大学等の教員免許課程に

よらず､教員免許状取得に必要な単位の修得のた

めに設けられた講習である｡教員免許状の取得方

法は､原則として大学等の教員免許課程の修了を

要件としている｡しかし､教育職員免許法では教

員の資質の保持と向上を図ることを目的 (第 1条)

としているため､教員の講習受講意欲を喚起する

とともに､講習の成果が免許状に反映されるよう､

教員免許課程の修了を要件としない教員免許状の

取得方法としてこの制度が設けられている｡

沖縄県内では､沖縄県教育委員会が毎年主催し
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ているが､これまで沖縄本島内でしか認定講習が

開講されていないため､離島勤務の教員は旅費の

制約で参加を断念する者が多かった｡また､沖縄

県教育委員会主催の認定講習には､臨時採用の教

員はそもそも参加することができない｡さらに､

本務採用であっても受講定員枠があり､特別支援

教育関連の科目は受講希望者が多いため､近年は

半分から1/3程度しか受講できない現状である

という｡ このような状況であるため､教育委員会

がカバーできない部分を大学が独自の方針で認定

講習を主催することは､地域貢献の視点から見て

も大変有意義なことと考えられた｡

そこで､琉球大学主催の認定講習を石垣島で開

催することとした｡離島の中から石垣島を選んだ

理由としては､島内に八重山養護学校があり講習

会場として使用可能だったこと､周辺の離島も

多く比較的アクセスしやすいこと､筑波大学が

e-1earningで研修を定期的に実施しており研修受

講意欲の高い教員が多いことなどである｡

開設科目は表 1の通りである｡特別支援教育概

論については､台風の影響により講習日程を12月

に変更した｡会場は沖縄県立八重山養護学校とし

た｡

表 1 琉球大学主催の認定講習での開設科目

開設科目名 授与単位(講義時間) 定 員 実施 日程

特 別支援 教育概 論 1単位15時間 50人 lO/13土 10/14円

知的障害者教育総論 1単位15時間 50人 10/20土 10/21日

発達障害者教育総論 1単位15時間 100人 ll/24土 11/25円

琉球大学 (2007)より抜粋

受講対象者は､現職の幼稚園､小学校､中学校､

高等学校及び特別支援学校の教諭で､特別支援学

校教諭の一種免許状または二種免許状を取得しよ

うとする者を主対象とした｡定員に余裕がある場

合は､臨時的任用者 (講師等)やペーパーティー

チヤーも受講することができるようにした｡定員

にはかなり余裕を持たせて設定したこともあり､

希望者全員が受講できることとなった｡

現職教員を対象にした特別支援教育関係の研修

ニーズ調査としては､国立特殊教育総合研究所

(現 ･国立特別支援教育総合研究所)が全国の都

道府県教育委員会等を対象に2007年実施した ｢特

別支援教育を推進する教員研修実施状況及び研修

ニーズ等に関する調査報告｣(徳永 ･渡追 ･松村

ら,2007)がある｡また､特別支援教育支援員に

対する研修ニーズ調査として､東北地方一帯の全

市町村教育委員会を対象にした調査した報告 (庭

野 ･阿部,2008)や､同様に茨城県内を対象にし

た特別支援教育調査チーム (2008)の報告などが

ある｡さらに､玉村 ･越野 ･郷間ら (2008)は､

奈良県教育委員会主催の特別支援学校教員免許認

定講習受講者を対象とした調査から､教育委員会

と連携して認定講習に類似した単位取得のできる

専門性向上事業などの実施などが求められている

ことを明らかにしている｡

本稿では､今回琉球大学が主催する認定講習に

参加した現職教員を対象として､離島での特別支

援教育に係る研修ニーズ等についても部分的なが

ら把握するため､質問紙調査を実施したので以下

に報告する｡

Ⅱ 方法

1 対象者

平成19年度沖縄離島地区における教育職員免許

法認定講習 (主催 :琉球大学)に参加した現職教

員を対象とした｡実際に出席した35名全員に調査

票を配布 し､全員から回答を得ることができた

(回収率100.0%)0

2 手続き

講習初日となった平成19年10月20日 (土)に調

査票を配布､趣旨説明し､休憩時間や帰宅後の時

間を利用して記入してもらい､いつでも回収箱に

投入できるようにした｡なお､この日の講座を受

講しなかった者に対しては､各講座の初日に同様

に実施した｡

3 調査項目

調査項目は､フェースシー ト､研修の機会､研

修の内容､特別支援学校教諭免許状の取得､琉球

大学に対する要望である｡
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Ⅲ 結果と考察

1 参加者の概要

(1) 参加者の学校種別

中学校普通学級が31.4%と最も多く､小学校普

通学級が28.6%で続いた｡特別支援学校は全学部

合わせて14.3%に過ぎず､大部分は普通学校の教

員であった｡普通学校の教員にとっても､特別支

援教育に対する関心が高まっていることをうかが

わせる結果であった｡

ilJ維糊小学校普通学校中学f交替適宇検高等学校小'F':f/i特別支援学頼申′f:托特別支援半紙特別~如月′TL:校 幼稚部午.川 J文書月学校 小学排特別女tjf学校 中学鈍れI3JJiIは′iJ:佼 揃等鉢その他 00.0㌔ .6㌔:il.一1㌔ ㌔

lL:I%

5.7%5,7%0.0% 5.7%2.9%5.7%2.9%

図 1 参加者の学校種別

(2) 参加者の教員採用種別

本務採用が71.4%と最も多かったが､臨時採用

も22.9%を占めた｡今回の免許法認定講習では､

臨時採用の教員も対象にして､研修の機会を広く

提供することが大きな目的のひとつであったが､

一定程度達成できたと考えられる結果であった｡

図2 参加者の教員採用種別

(3) 参加者の教職経験総年数

5-10年未満が28.6%と最も多かった｡10年未

満で合計45.8%となり､若手教員が半数近くを占

めていた｡一方で､15年以上の教員も合計3割を

超え､ベテラン教員にも魅力的な講習であったと

推測された｡

1年未満

1年～5年未満

5年～10年未満

lo咋-15年未満

I5年-20年未満

20年-25年未満

25年以｣二

無回答

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

図3 教職経験総年数

(4) 障害児指導経験年数

5年以上と答えたのはわずかに8.6%であり､

大半が障害児の指導経験が浅いか全くない教員で

あった｡

図4 障害児指導経験年数

2 研修の期間について

(1) 八重山での特別支援教育に係る研修参加状況

｢八重山での特別支援教育に係る研修にどのく

らいの頻度で参加されていますか｡過去 1年間に

何回くらい参加されているかお答えください｡｣

と質問した｡ 0回が28.6%と最も多く､次いで 1

回が22.9%であった｡ 1回以下が半数を超え､普

段は講習にまったく参加しない教員を今回はかな

り取り込むことができたと解釈できる｡一方で､

10回以上と答えた者も5.7%お り､教員間の意識

差が非常に大きいことが明らかとなった｡

OldlLihJ2回3回4回5--9回1()同以上 6%

2'2.9%

ll.一1%ll.4ヽ 14∴汎

5.7%5.7%

図5 八重山での特別支援教育に係る研修参加回

数 (過去 1年間)

｢上記のうち､義務的ではなく自発的に自費で
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参加された研修は何回くらいであったかお答えく

ださい｡｣ と質問した｡ 自費参加 となるとさらに

少なくなり､ 0回が半数を超えた｡ 1回でも自費

参加した者の合計は42.9%に過ぎず､有料での研

修にはそもそも関心を示さない教員が多数である

ことが推測された｡

図6 前記のうち義務的ではなく自発的に自費で

参加した研修回数

(2) 沖縄本島での特別支援教育に係る研修参加

状況

｢沖縄本島での特別支援教育に係る研修にどの

くらいの頻度で参加されていますか｡過去 1年間

に何回くらい参加されているかお答えください｡｣

と質問した｡ 0回が68.6%と2/3以上を占め､

離島赴任中は沖縄本島にまで研修に行くことがな

い者が大半であった｡

図7 沖縄本島での特別支援教育に係る研修参加

回数 (過去 1年間)

｢上記のうち､義務的ではなく自発的に自費で

参加された研修は何回くらいであったかお答えく

ださい｡｣と質問した｡複数回 (2回以上)は11.5

%であり､沖縄本島にまで自費で研修に行く者は

ますます少数派であった｡

図8 前記のうち義務的ではなく自発的に自費で

参加 した研修回数

3 研修の内容について

(1) 自発的に自費で参加したい研修テーマ

｢どのような研修のテーマであれば､自発的に

自費で参加されたいと思われますか｡テーマを具

体的に教えてください｡｣ と質問し､自由記述で

回答を求めた｡結果の一覧を表 2にまとめた｡発

達障害のある子どもへの具体的な指導法が多かっ

たが､保護者への支援方法やアセスメント､ケー

スワークなどについてもニーズが見られた｡

表 2 自発的に自費で参加したい研修テーマ

発達障害と学業不振児の違い

直接現場で生かせる指導法 (実例)が多く含まれ

た内容

指導をしていく上で､具体的な対応､実践例など

ADHD,LD児への学習指導法

自閉症児へのコミュニケーションスキルに関する

内容の研修

現場での対応や保護者への支援

健常児との同一授業における対応､支援の方法

アセスメントについて

最新の教育現場の課題に沿った内容の不登校児童

への支援のあり方や教育相談などのすすめ方､心

理的な理解の方法や支援

普通学級における特別支援の子どもの手立て

特別支援､教育相談に関すること

ケースワークのやり方

発達障害の子ども達の今日から使える指導法

幼児期における特別支援教育

事例統計 (対応の仕方､成功例､失敗例)

特別支援者として必要な資質を学ぶための様々な

分野にわたるテーマのもの

発達障害 (LD.ADHD)ある子に対する具体的

な対応 ･指導法

発達障害の子への指導のあり方 (細かく)

発達障害の子と他の児童のよりよい関係づくり

親への理解の求め方
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(2) 自発的に参加したいと思われる研修会受講

料の上限金額

無回答が54.3%を占め､自費ではなかなか参加

しようとならない教員が半数を超えるものと推測

された｡具体的に金額の回答があった者でみると､

5000円までを上限とする者が多かった｡しかし､

10000円以上と回答した者も6名お り､教員間で

かなりの意識差があることが明らかとなった｡

図9 自発的に参加したいと思われる研修会受講

料の上限金額

4 特別支援学校教諭免許状の取得について

(1) 特別支援学校教諭免許状の保有状況

保有していない者が94.3%と大多数を占めた｡

図10 特別支援学校教諭免許状の保有状況

(2) 今回の認定講習への参加理由

今回の認定講習への参加理由を複数回答可でた

ずねた｡ ｢専門的な話が聞けるから｣が91.4%と

最も多く､ ｢2種免許取得のための単位をカウン

トできるから｣が74.3%で続いた｡ ｢無料だから｣

と ｢土日開催だったから｣はそれぞれ 3割程度に

とどまった｡

2維免許取付のlT_ゾ)の中位をカウントでL_tるから

呼門的/̂一曲がFLaり7JかE)

無いだから

同 相 や上司に触dn-JLたから

その他

0% 10ヽ 20% 30ヽ LtO% 50% 60ヽ 70ヽ H(凡 lj0ヽ lOOヽ

図11 今回の認定講習への参加理由

(3) 特別支援学校教諭 1種免許状の認定講習が設

定された場合の参加意思

費用については､ ｢有料でも参加 したい｣が

62.9%で､ ｢無料なら参加したい｣ を上回った｡

開催場所については､｢八重山で開催されるなら

参加したい｣が80.2%と多数を占め､ ｢沖縄本島

でも参加したい｣の17.1%を大幅に上回った｡よ

り多くの教員の資質向上を真剣に求めるのなら

ば､離島での講習開設は不可欠と考えられた｡

e-1earing形式での認定講習については反応が乏

しく､今回の受講者にとってはあまり浸透してい

ないものと考えられた｡

牢付なら.6加したい有ーIでt,参加し(=いJt屯山で閃LB3.LL7Jr.'iP加したい沖縄本島でも参加したいhffでp-(飽mhdLl,参加しI=い近一年でp-lt鳩mind/Lら参加したい事tr.I ･lO.0ヽ 62.tl 80.0ヽヽ

7.1ヽ
ll.1ヽ

23_9
2_9ヽ

図12 特別支援学校教諭 1種免許状の認定講習が

設定された場合の参加意思

(4) 琉球大学特殊教育特別専攻科の知名度

｢特別支援学校教諭 1種免許状を1年間の課程

で取得できる琉球大学特殊教育特別専攻科を以前

から知っていましたか｡知っている方はどこから

お知りになったか教えてください｡｣と質問した｡

｢知らなかった｣が82.9%と大多数を占めた｡特

別専攻科については数年前からカラーのパンフレッ

トやポスターを作製し､県内特別支援学校にはす

べての学校に複数部数を郵送している｡また､普

通学校についても､県教育委員会を通じて配布を

依頼してきた｡さらに､県内の新聞紙上で学生募

集のPRを掲載してもらったり､説明会も開催し

たりしている｡しかし､特別支援学校の教員でさ

え､ほとんど知らないという結果であった｡多く

の学校では､管理職の所で情報が止まってしまい､

末端の教員まで周知されないという指摘も一部の

教員から聞かれた｡学校内での方法伝達の組織的

不備については､以前から多くの学校で指摘され

ていることであり､特に管理職である校長､教頭

の意識改革が期待される｡知っていた場合の情報

源は､｢友人が現在通っている｣､ ｢知人からの情

報｣であった｡
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図13 琉球大学特殊教育特別専攻科の知名度

(5) 特別支援学校教諭専修免許状を修士論文の

執筆をせずに取得できる大学院が設立された

場合の入学の意思

｢現職派遣 (14条特例)なら検討する｣が40.0

%と最も多かったが､(14条特例にかかわらず)

｢検討する｣という者も37.1%を占めた｡

大学院への進学に際し､修士論文の負担が現職

教員には重くのしかかっていることを裏付ける結

果である｡しかし､安易に修士論文を免除してし

まって､十分な教育効果を上げられるかについて

は慎重に検討する必要がある｡最近は､現職教員

の修士論文を免除する大学院が少なくないが､こ

うした大学院での修了者の長期的動向をよく見極

める必要がある｡

大学院修了者は将来､研修担当や行政担当､管

理職などいわゆるエリー ト教員として活躍が期待

される｡修士論文では､科学的な思考やデータの

客観的分析､深い事例検討の視点などが鍛えられ

る｡こうしたプロセスを経ない修了者に､どれだ

けの専門性を担保できるのかは大いに疑問である｡

図14 特別支援学校教諭専修免許状を修士論文の

執筆をせずに取得できる大学院が設立された

場合の入学の意思

5 特別支援教育に係る研修についての琉球大学

に対する要望

すべての記述内容を表 3に記した｡来年度以降

の離島での認定講習を望む声が大変多く､今回の

講習が参加者にとっては有意義な機会であったと

考えられた｡また､研修中の託児所の設置なども

要望があり､社会資源の少ない離島地域では無視

できない問題と思われた｡

表 3 特別支援教育に係る研修についての琉球大

学に対する要望

変化するニーズの中､常に新 しい情報がほしい ｡ 現

場で実践できる内容の研修があれば ･･ ･｡

今回のような研修を離島で行える機会がもっと増え

たらよい ｡

宮古島でも研修 (認定講習)開講して下さい｡今回

は11月の講習 日と県民体育大会の日程が重なってい

たため､ホテルの予約がとれず､講習を許可された

にもかかわらず辞退せざるを得ませんでした｡

来年度も実施されるのであれば､宮古養護学校での

開催を検討して下さるようよろしくお願いします｡

特別支援教育への理解のために､八重山での研修は

続けて欲 しい｡また､本島での講習は本務のみ受講で

あるため､現場に出ている臨任も出席させて欲しい｡

離島で二種免許が取得できる授業をすべて実施して

ほしい (可能なら)｡

一種免許状が取得できるシステムを作ってほしい ｡

発達検査の技術を深められる機会がほしい｡

質問8にある琉大特殊教育特別専攻科について詳し

く知りたい｡主旨､条件､内容､修了後のことなど

今回石垣で受けることが出来たことに感謝していま

す｡ただ現場にいる方 (特に家庭もち)は土 日にも

行事が多くて参加できない方が多数いました｡夏休

みに研修があるともっとありがたいなと思います｡

是非､来年もよろしくお願いします｡

今回このような機会をたくさん作ってもらいたいと

思います｡ありがとうございます｡

子育て中でも0.Kな託児施設 (研修中の)0

離島での認定講習をぜひ継続していただきたい ｡

(二種)免許取得に必要な単位の説明｡

来年も引き続き､実施 してもらいたい｡又､今年全

ての受講をした場合､二種免許をとるためにはあと

何がたりないか､何が必要か教えてください｡

ぜひ､石垣島で研修を実施してほしいです｡よろし

くお願いします｡

ありがたいので､今後 とも (次年度以降も) この講

習会をぜひとも続けてはしいです｡

ありがとうございました｡感謝 !感謝 !

今後も､離島での研修を開講 してください｡また夏

休みに期間を設定 していただけると､とても参加し

やすいです｡講義､ どうもありがとうございました｡

離島での研修開催に感謝しています｡将来的に特別

支援教育に関わりたいと思います｡

本島まで行かなくても免許が取れるように次年度も

開催をお願いします｡

宮古でもぜひ開講 して頂きたいと思います｡

離島において認定講習を開いていただいて大変感謝

しています｡今後ともよろしくお願いします｡
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Ⅳ おわUに

琉球大学が主催して免許法認定講習を初めて実

施したが､開催にこぎつけるまでの事務的疲弊感

は多大であった｡文部科学省の認可事務作業は大

変に遅く､講習時期を当初予定より大幅に変更せ

ざるを得なかった｡講習開設にあたっての講師の

資格審査とシラバス審査は最も疲弊感が大きかっ

た｡文部科学省の担当者によって毎回審査基準が

大きく異なっており､われわれ大学教員や事務職

員が大きく振り回される結果となった｡予算執行

にあたっても､講義で使用するVTR教材の購入

が不可になるなど､消耗品などもほとんど購入す

ることができなかった｡無報酬での休日出勤によ

る講習開設で､地域貢献を第一に考えての試みで

あったが､文部科学省からは定員を満たせなかっ

たことへの批判しかなく､肯定的な評価をされる

こともなかった｡これではとても続けられないと

いう意見が教員や事務職員の間で上がり､残念な

がら翌年度は事業を申請しないこととなった｡地

域貢献のためには大学の自助努力だけでは限界が

あり､行政のバックアップが必要不可欠であるこ

ともこの事業を通じて痛感させられた｡ほとんど

の講習参加者からは今回の取り組みを評価され､

翌年度以降の継続も期待されていただけに､この

ような結果に終わったことは残念でならない｡

今回の調査結果からは､今後の大学院の在り方

などを検討する上でいくつかの視座を得ることが

できた｡現職教員の間でも意識差はとても大きく､

多様なニーズに対応することがますます必要になっ

てくるであろう｡ 現職教員の専門性向上のために

は､大学だけの取り組みでは大きな成果を期待で

きない｡各学校の管理職､教育委員会 (行政)､

大学が三位一体となって真剣に取り組まなければ､

有用な人材を効果的に育成することはできないで

あろう｡今後に向けての課題が浮き彫りになる今

回の試みであった｡
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